
国立大学法人鳥取大学

差　　　額
（決算－予算）

 収入 　 　 　

運営費交付金 11,241          11,119          △122           （注 １）

施設整備費補助金 179             193             13              （注 ２）

補助金等収入 85              601             516             （注 ３）

大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 -               34              34              （注 ４）

自己収入 25,491          27,641          2,150                        

授業料、入学料及び検定料収入 3,408           3,379           △29            （注 ５）

附属病院収入 21,523          23,693          2,169           （注 ６）

雑収入 559             568             9               （注 ７）

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 1,491           2,073           581             （注 ８）

引当金取崩 18              14              △3             （注 ９）

長期借入金 176             166             △10            （注 10）

目的積立金取崩 398             234             △163           （注 11）

前中期目標期間繰越積立金 -               -               -                            

39,082          42,078          2,996                        

 支出              

業務費 35,810          36,426          616                          

教育研究経費 14,492          15,195          703             （注 12）

診療経費 21,317          21,230          △86            （注 13）

施設整備費 355             393             37              （注 14）

補助金等 85              601             516             （注 15）

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 1,491           1,862           370             （注 16）

長期借入金償還金 1,339           1,327           △12            （注 17）

39,082          40,610          1,528                        

-               1,467           1,467           

○予算と決算の差異について

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

（注５）

（注６）

（注７）

（注８）

（注９）

（注10）

（注11）

平成３０年度　決算報告書

（ 第 １５期 ）

　　　　　　　 （単位：百万円）

区　　分 予　算　額 決　算　額 備　　　考

　引当金取崩については、附属病院特定任期付職員の退職者数の減少により、予算金額に比して決算金額が３百万円減
額となっています。

計

計

収入－支出

　運営費交付金については、予算額には業務達成基準が適用されて繰越予定の金額が含まれているため、予算金額に比
して決算金額が１２２百万円少額となっています。

　施設整備費補助金については、事業計画が変更されたことにより、予算金額に比して決算金額が１３百万円多額と
なっています。

　補助金等収入については、予算額に計上していなかった補助金の受入により予算金額に比して決算金額が５１６百万
円多額となっています。

　大学改革支援・学位授与機構施設費交付金については、予算額に計上していなかった交付金の受入により予算金額に
比して決算額が３４百万円多額となっています。

　授業料、入学料及び検定料収入については、主に授業料、入学料が減少したことから、予算金額に比して決算金額が
２９百万円少額となっています。

　附属病院収入については、主として手術件数の増加による増収により、予算金額に比して決算金額が２，１６９百万
円多額となっています。

　雑収入については、受託事業費等及び科学研究費補助金間接経費収入の増加により予算金額に比して決算金額が９百
万円多額となっています。

　予算段階では予定していなかった民間等からの受託研究等の獲得に努めたため、予算金額に比して決算金額が５８１
百万円多額となっています。

　長期借入金については、事業計画の変更による借入額の減少により、予算金額に比して決算金額が１０百万円少額と
なっています。

　目的積立金取崩については、事業計画が変更されたことにより、予算金額に比して決算金額が１６３百万円少額と
なっています。
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○「産学連携等研究収入及び寄附金収入等」のうち、前年度よりの繰越額からの使用額４０５百万円。

○決算額と損益計算書上の計上額との差異について
　教育研究経費、診療経費の決算額と損益計算書上の計上額との差の主なものは、固定資産取得に関わる支出でありま
す。

　長期借入金については、金利変更等償還計画の変更により予算金額に比して決算金額が１２百万円少額となっていま
す。

　教育研究経費については、予算段階では予定していなかった特殊要因経費が追加交付されたことに伴い、執行額も増
加したために予算金額に比して決算金額が７０３百万円多額となっています。

　診療経費については、経費抑制に伴い執行額も減少したために予算金額に比して決算金額が８６百万円少額となって
います。

（注２）に示した理由等により、予算金額に比して決算金額が３７百万円多額となっています。

（注３）に示した理由等により、予算金額に比して決算金額が５１６百万円多額となっています。

　産学連携等研究経費及び寄附金事業費等については、（注８）に示した収入の増加に伴い、執行額も増加したために
予算金額に比して決算金額が３７０百万円多額となっています。


